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Ａ．研究目的 

障がい者は、その障がいの種類や程度によ

って異なる健康状態を示すが、障害のある

人は、障害のない人よりも全体的健康状態

が不良であると報告されている[1]。障がい

者の全体的な健康状態不良の要因の一つと

して、非感染性疾患の発症リスクが高いこ

とが認識されている[2]。非感染性疾患は、

遺伝的要因とライフスタイル要因の組み合

わせの結果であり、障がい者は、喫煙、偏っ

た食生活、飲酒、身体活動の欠如など、非感

染性疾患の危険因子を持っている可能性が

高い[3]。この原因としては、障がい者が公

衆衛生の介入から除外されることが多いこ

と、また、障がい者が医療サービスを受ける

ことが難しく、十分な健康情報を得ること

ができないことが多いことと報告されてい

る[1]。そのため、障がい者の健康状態とそ

れに関与するライフスタイル要因を理解す

ることは、彼らの健康と福祉を改善するた

めの効果的な介入を開発するために不可欠

であると言える。 

健康状態に関与するライフスタイル要因

の中で、本邦における障がい者は、運動への

アクセスに障壁があると言われており[4]、

対策が不十分な現状がある。海外では、障が

い者は運動不足に関連するリスクがはるか

に高いと報告され[5]、本邦でも障がい者の

健康と身体活動について検討する必要性は

高い。 

高齢者は、心身機能の低下から行動制限が

生じ、日常生活における不自由さ（障がい）

を経験している。我々は、生活機能と身体活

動との関連性を検討する対象としている障
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がい者の身体活動量と健康の関係を検討す

るための予備的調査として、地域在住の高

齢者を対象に身体活動量と生活機能状態の

計測を行った。この結果をふまえ次年度以

降に障害者手帳所持者を対象に調査を行う

予定である。 

 

Ｂ．研究方法 

対象者 

調査参加者は、地域在住の高齢者 25名（平

均年齢 74.64歳、SD: 5.83、男性 19名、女

性 6 名）であった。研究参加者には、研究

内容、リスク、利益、自由意思に基づいて参

加を決定できることについて十分に説明し、

書面にサインしてもらうことで参加の同意

を得た。研究における個人情報やプライバ

シーを保護するために、データは個人情報

と分離させた状態で収集した。 

 

計測内容 

身体活動量の測定は、活動量計（HJA-750C 

Active style Pro，オムロンヘルスケア株

式会社，京都府）を使用した。対象者には睡

眠や入浴、水中活動などを除く生活時間で

連続 7 日の装着を依頼した。本研究で使用

している活動量計は 3 軸方向の加速度を測

定し、その合成加速度から時間当たりの身

体活動量（METs・時）を算出する。身体活動

量は、付属のアプリケーションによる解析

で、「総身体活動量」と「歩行による身体活

動量（歩行活動量）」、「生活活動による身体

活動量（生活活動量）」に分けられる。「歩行

活動量」、「生活活動量」は合成加速度と姿勢

変化の関係から分別される。姿勢変化がな

いものは、上体と下肢の位置関係に変化が

ないものであり「歩行活動量」となる。姿勢

変化が生じるものは、上体と下肢の位置関

係に変化が生じるもので、「生活活動量」と

分類される[6]。「歩行活動量」、「生活活動

量」の合計は「総身体活動量」となる。 

生活機能の測定は、基本チェックリスト 

(Kihon Checklist: KCL) を用いた（図 1）。

KCLは、2006年の介護保険制度改正の際に、

近い将来介護が必要となる危険の高い高齢

者を抽出するスクリーニング法として介護

予防把握事業の一部として開発・導入され

た[7]。KCLは、生活習慣や身体機能、社会

的関与など、高齢者が日常生活で必要とす

る様々な側面について、評価するための 25

項目の質問項目が含まれている。質問に対

して、「はい」か「いいえ」で回答する自記

式質問票であり、肯定的な回答は 0 点であ

り、否定的な回答は 1 点が加点される。合

計点（KCLスコア）は、点数が高いほど、低

機能であることを示す[7]。今回はその 25

項目の質問の合計点を算出した。 

図 1 基本チェックリスト用紙 
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分析方法 

初めに身体活動量と KCL スコアの関係を

Spearmanの順位相関係数を用いて検討した。 

次に、身体活動のタイプ（歩行運動重視型、

生活活動重視型）と KCL の関係を調べるた

めに、以下の基準で、身体活動のタイプを

「歩行運動重視型」と「生活活動重視型」に

分け、それぞれの身体活動量と KCL スコア

の関係を Spearman の順位相関係数を用い

て検討した。 

・歩行運動重視型：総身体活動量の半分以

上を歩行活動量が占めるもの 

・生活活動重視型：総身体活動量の半分以

上を生活活動量が占めるもの 

Ｃ．研究結果 

身体活動量と基本チェックリストの得点

の結果を表 1に示す。 

総身体活動量は、平均 5.23 METs・時（SD：

1.85）であった。歩行活動量は平均 1.70 

METs・時（SD：1.52）、生活活動量は平均 3.53 

METs・時（SD：1.15）であった。KCLスコア

は、回答に欠損があった 3名を除いた 22名

で算出され平均 2.36 点（SD：2.44）であっ

た。 

KCL スコアと総身体活動量、歩行活動量、

生活活動量は、いずれとも有意な相関は認

められなかったが緩い相関は認められた

（総身体活動量と KCL：ρ= -0.29, p= 0.18、

歩行活動量と KCL：ρ= -0.22, p= 0.32、生

活活動量と KCL：ρ= -0.28, p= 0.22）。 

歩行運動重視型の高齢者は、4名（平均年

齢 73.00 歳、SD: 2.16、男性 2 名、女性 2

名）であり、総身体活動量は、平均 6.97 

METs・時（SD：2.00）、歩行活動量は平均 4.50 

METs・時（SD：1.44）、生活活動量は平均 2.48 

METs・時（SD：0.64）であった。KCLスコア

は、回答に欠損があった 1 名を除いた 3 名

で算出され平均 1.67点（SD：2.08）であっ

た。歩行運動重視型の高齢者の身体活動量

と KCL スコアとの関連は、症例数が少ない

ため検討しなかった。 

生活活動重視型の高齢者は、21名（平均年

齢 67.75歳、SD：8.42、男性 17名、女性 4

名）であった。総身体活動量は、平均 4.89 

METs・時（SD：1.67）であった。歩行活動量

は、平均 1.16 METs・時（SD：0.76）、生活

活動量は、平均 3.73 METs・時（SD：1.12）

であった。KCLスコアは、回答に欠損があっ

た 2名を除いた 19名で算出され、平均 2.47 

METs・時（SD：2.53）であった。生活活動重

視型の高齢者の KCL スコアと総身体活動量、

歩行活動量、生活活動量は、いずれとも有意

な関連性は認められなかったが緩い相関は

認められた（総身体活動量と KCL スコア：

ρ= -0.28, p= 0.21、歩行活動量と KCLス

コア：ρ= -0.28, p= 0.21、生活活動量と

KCLスコア：ρ= -0.22, p= 0.35）。 

Ｄ．考察 

今回、身体活動量計測の実現可能性と身体

活動と生活機能との関連性の検討を目的に、

地域在住の高齢者を対象として、身体活動

の計測と生活機能状態の計測を行った。 

身体活動量計は、HJA-750C Active style 

Proを使用し、「歩行活動量」と「生活活動
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量」で分けて計測することが出来た。生活機

能との関連性は、対象者の少なさから有意

な結果は得られなかったが、効果量から弱

い負の相関（ρ= -0.22 ～ -0.29）が認め

られた。これは、身体活動量を計測し、生活

機能との関連を検討することが有効である

ことを示唆している。一方、車いす利用者な

ど、歩行が困難な障がい者での調査につい

ては検討課題であると考えた。車いす利用

者の運動では、車いすバスケットボール、水

泳、カヤックなどの活動が挙げられる[8]。

上腕二頭筋と上腕三頭筋の運動、肩の運動、

およびその他の運動は、麻痺のある人の一

般的な健康状態体温調節、睡眠パターンを

改善し、褥瘡を軽減するのにも役立つと言

われている[9]。そのため、車いす利用者が

対象者となる場合、上肢の運動を計測する

腕時計型の活動量計の検討する必要がある

と考えた。 

身体活動のタイプ（歩行運動重視型、生活

活動重視型）の違いと KCL スコアとの関連

性は、対象者が少ないことにより統計学的

検定は行えなかった。しかし、次の 2 つの

傾向を確認することが出来た。一つ目は、歩

行運動重視型、生活活動重視型ともに、「生

活活動量」のみで、65 歳以上の身体活動（生

活活動・運動）の基準である１週間で

10Mets・時（1日平均 1.43Mets・時）[10]を

満たしていた。これは、生活活動による身体

活動量が重要であることを示唆している。

二つ目は、歩行運動重視型は、生活活動重視

型に比し「総身体活動量」が高値で、「生活

活動量」は低値であった。なぜ歩行運動重視

型の生活活動量が低くなるかは今後の検討

課題であるが、障がい者に生じる生活活動

量の低下は、運動により補える可能性が示

唆された。 

今回の結果は高齢者を対象とした結果で

あったが、高齢者と障がい者は、どちらも日

常生活上の不自由さ（障がい）を持つことで

共通している。高齢者は、加齢によって身体

機能が低下することで日常生活の中での活

動制限を生じ、一方、身体障害者は、生まれ

つき、または後天的に障害を持つことで身

体機能の制限と日常生活の中での活動制限

を生じる。そのため、高齢者と障がい者は社

会参加や日常生活が制限されることで共通

している。次年度以降は、障害者手帳所持者

を対象に調査を行い、障がい者の健康と身

体活動との関連について検討していく。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、障がい者の身体活動量と健康

の関係を明らかにするための予備的調査と

して、地域在住の高齢者を対象に、身体活動

量の計測と生活機能状態の関連の検討を行

なった。その結果、生活機能状態が低下する

ほど身体活動量が低下するという関連性が

示唆された。本研究の結果は、高齢者と同様

に社会参加や日常生活に制限がある障がい

者の計測に有益な情報であると考えられた。

今後、本研究の結果を基にして、障がい者を

対象に調査を行うことで、障がい者の身体

活動量と健康の関係を明らかにすることに

つながると考える。 

 

F．研究発表 

 1.  論文発表 

無し 

2.  学会発表 

無  

G．知的財産権の出願・登録状況 
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  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

無し 

 2. 実用新案登録 

無 

 3.その他 

無し 
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